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研究成果の概要： 

地域社会における住民へのリーガルサービス供給体制を詳細に分析し、サービスにかかるいか

なる資源が、どのような方法で配分されることにより、最も望ましい効率的かつ効果的なサー

ビスの供給体制の構築に結びつきうるのかを明らかにした。 

 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度 1,400,000 0 1,400,000 

2007 年度 1,100,000 0 1,100,000 

2008 年度 1,100,000 330,000 1,430,000 

年度  

  年度  

総 計 3,600,000 330,000 3,930,000 

 
 
研究分野：法社会学 
科研費の分科・細目：法学・基礎法学 
キーワード：法社会学、法律相談、リーガルサービス 
 
 
１．研究開始当初の背景 

近年、司法改革の進展とともに、おもに法曹

人口問題の視点から弁護士によるリーガル

サービスの地域偏在の問題が語られてきて

いる。ただし、弁護士の極端な地域偏在とい

う前提条件や、企業法務のプレゼンスの上昇

を考慮すると、単なる数の増加では、事実上

存在するリーガルサービスの偏在問題に有

効に対処しうるのか否かは不透明でもある。 

 つまり、実際に地域社会におけるリーガル

サービス供給体制はどのように構築され、い

かなる特徴を有し、また、どのような問題を

抱えているのか、できる限り仔細に理解する

ことが、リーガルサービスの偏在を解消する

処方箋を描くために有用であると思われる。

このような背景のもとに研究を企画した。 
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２．研究の目的 

第一に、自治体等による相談業務の内容、件

数の推移を統計的に把握し、その上で、相談

実務の社会組織を明らかにする。つまり、ワ

ークロードの過重負担や自治体財政など日

常の相談業務に作用するいかなる組織的な

いしは社会的、財政的要因が相談業務のあり

方を規整しているのかという点である。第二

に、かような相談業務の社会組織の諸特徴に

規定されつつ、相談担当者は個々の相談をい

かなるフレームワークを用いて処理するの

かを明らかにする。すなわち、一般消費者か

ら持ち込まれる大量の各種相談を効率的且

つ効果的処理するために用いられる、紛争の

カテゴライズや円滑かつ効果的な処理を目

指して動員される方法がいかなるものかを

認識する。第三に、相談担当者が内在させて

いる紛争処理のスキームが個別案件の処理

の際、いかなる作用、ないし相互作用的なプ

ロセスを相談者との間に現出させるのかを

理解する。相談者と相談担当者との間で構成

される紛争定義、紛争処理のプロセスにこの

相談担当者の側のスキームがいかなる作用

を及ぼすのかを明らかにする。 

 

 
３．研究の方法 

各種相談業務に関わる弁護士・消費生活相談

員等の専門家ないし相談担当者に対するヒア

リングを行なった。また、地域内での弁護士

の分布の格差に連動してリーガルサービス供

給ストラクチャに変動が生じるか否かを把握

するため、弁護士分布に相当の格差の存在す

る地裁および支部管内ごとの調査を実施して

いる。調査対象地区ごとに、相談担当弁護士

、弁護士会の法律相談担当部門、自治体法律

相談事業担当者、消費生活相談員、社会福祉

協議会、司法書士等、実質的にリーガルサー

ビスを地域社会に提供していると思われる組

織・担当者に対しヒアリング調査を実施した

。 

 

 
４．研究成果 

上記研究方法を用いて得たデータ等の分析

により、地域社会におけるリーガルサービス

の供給体制が地域社会特有の条件により規

定される社会的・経済的・組織的要因の作用

を受けて、一定の特徴的形態をとる傾向にあ

ることを明らかにした。その理論的ないし実

践的インプリケーションについて、検討をさ

らに進めている。 
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